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第１ 計画策定の趣旨                  

 当組合では、平成１５年７月に制定された次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第

１２０号。以下「次世代法」という。）及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づき、平成２８年度

から令和２年度まで及び令和３年度から令和７年度までを計画期間とする特定事業主行動計

画を策定し、仕事と子育ての両立支援及び女性職員の活躍を推進するための取組を進めてき

ました。 

 その後、次世代法の有効期限は令和１７年３月３１日まで、女性活躍推進法の有効期限は

令和１８年３月３１日まで延長され、引き続き、職員の仕事と家庭生活の両立及び女性の職

業生活における活躍を一層推進することが求められています。 

 このため、前計画の取組状況を踏まえ、令和８年度から１２年度までを計画期間とする新

たな特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）を策定します。次世代法と女性活躍推

進法は、性別にかかわらず、すべての職員が能力を十分に発揮できる職場環境の整備という

点で密接に関連することから、両法に基づく計画を一体のものとして策定します。 

 本計画に基づき、職員一人ひとりが仕事と家庭生活の調和を図りながら、意欲と能力を十

分に発揮できる職場環境づくりを進めます。 

 

 

第２ 計画の位置づけ                  

 本計画は、次世代法第１９条及び女性活躍推進法第１９条に基づく特定事業主行動計画を

一体のものとして策定するものです。 

 

 

第３ 計画の対象者                   

 本計画の対象者は、当組合に勤務する常勤の職員とし、会計年度任用職員についても、勤

務形態及び制度の適用範囲に応じて、常勤の職員に準じて取り扱います。 

 

 

第４ 計画の期間                    

 本計画の期間は、令和８年（2026年）４月１日から令和１３年（2031年）３月３１日まで

の５年間とします。なお、計画期間中であっても、社会情勢等の変化を踏まえ、必要に応じ

て見直しを図ります。 
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第５ 現状の把握                    

（１）職員構成及び女性職員の状況（令和７年４月１日現在） 

区  分 職員数 男性 女性 女性割合 

事務局 １１５人 ４５人 ７０人 ６０．９％ 

消防本部 ２１２人 ２１０人 ２人 ０．９％ 

合 計 ３２７人 ２５５人 ７２人 ２２．０％ 

                    （暫定再任用職員、会計年度任用職員を含む） 

 

 事務局では女性職員が過半数を占める一方、消防本部の女性職員は２人（０．９％）に

とどまっています。令和７年度に実施した消防職員採用試験では、女性の受験申込者は３

人、採用者は０人でした。 

 

（２）職員の給与の男女の差異（令和６年度） 

職員区分 男性の給与に対する女性の給与の割合 

任期の定めのない常勤職員 ９１．６％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員 １０７．７％ 

全職員 ６１．９％ 

  ※全職員の差異には、男女で任期の定めのない常勤職員の構成割合が異なることが大き

く影響しています。 

 

（３）育児休業等（令和６年度） 

項  目 
令和６年度実績 

事務局 消防本部 

男性職員の育児休業取得率 対象者なし ４０．０％ 

配偶者出産休暇取得率 対象者なし ５０．０％ 

配偶者出産休暇及び子の養育休暇の取得者の

うち５日以上取得した割合 
－ ２０．０％ 

子の看護を行うための家族看護特別休暇の申

請者に対する取得率 

１００％ １００％ 

  ※育児休業を取得した消防職員の取得期間は、２週間以上１カ月未満が７５．０％、１

カ月以上６カ月未満が２５．０％でした。 

 

（４）時間外勤務及び年次有給休暇（令和６年度） 

区  分 事務局 消防本部 全職員 

時間外勤務手当の支給を受けた職

員１人当たりの月平均時間外勤務

時間数 

２．３時間 ９．３時間 ８．８時間 

年次有給休暇の平均取得日数 １３．２日 １１．６日 １１．８日 
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第６ 現状の分析と課題                 

（１）女性の活躍に関する課題 

    全体の女性割合だけでは、事務局と消防本部で大きく異なる職員構成の実態を十分

に表すことができません。消防職は、交替制勤務や災害現場での活動を伴う職務の特

性等から、全国的にも女性の応募者が少なく、女性職員の割合が低くなることには一

定の構造的な要因があります。当組合でも採用試験の女性受験者が少ない状況を踏ま

え、女性職員の割合のみで取組を評価するのではなく、消防業務の魅力発信、女性が

働きやすい施設・勤務環境の整備及び採用後の定着支援を一体的に進める必要があり

ます。 

    全職員の給与の男女の差異は、男女間で任期の定めのない常勤職員の構成割合が大

きく異なることが主な要因です。性別にかかわらない採用、配置、育成及び登用を継

続するとともに、職員区分や役職段階等を踏まえて差異の要因を毎年度確認する必要

があります。 

    職員が性別による固定的な役割分担にとらわれることなく、意欲と適性に応じて多

様な職務経験を積み、能力を発揮できる環境づくりが必要です。 

 

（２）仕事と家庭生活の両立に関する課題 

    男性職員の育児休業取得率は４０．０％であり、取得した職員はいずれも２週間以

上取得しているものの、取得率自体は低い状況です。制度の周知だけでなく、対象職

員への個別案内、所属長による取得勧奨及び業務分担・代替要員の調整が必要です。 

    配偶者出産休暇の取得率は５０．０％、配偶者出産休暇及び子の養育休暇の取得者

のうち５日以上取得した職員の割合は２０．０％にとどまっています。出産・育児に

関する休暇を一体的に案内し、必要な日数を取得することが当然と受け止められる職

場づくりが必要です。 

    時間外勤務は全体として前計画の目安（年１５０時間）を下回っていますが、引き

続き、勤務実態を継続的に把握し、業務の平準化と適正な勤務管理を行う必要があり

ます。 

    年次有給休暇の平均取得日数は全体で１１．８日と、前計画の目標である１２日を

わずかに下回っています。職員間・部署間の取得状況の偏りにも留意し、計画的な取

得を促進する必要があります。 
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第７ 目標及び具体的な取組               

（１）女性活躍の推進 

目標１ 事務局における女性職員割合の維持 

数値目標 事務局職員（会計年度任用職員を含む）に占める女性職員の割合５０

％以上を継続します。 

達成時期 各年度 

基準値 令和７年４月１日現在 ６０．９％ 

 具体的な取組 

  ・事務局の正職員は、主に構成市町等との間の退職・採用方式による人事交流により任

用されているため、当組合が男女の構成を直接調整することは困難ですが、会計年度

任用職員の採用に当たっては、性別による固定的な見方にとらわれず、意欲と適性に

応じた職員を確保します。 

 

目標２ 消防職員採用試験における女性受験者の確保 

数値目標 消防職員採用試験受験申込者総数における女性の割合を２０％以上と

します。 

達成時期 令和１１（2029）年度 

基準値 令和７年度 １０．７％（女性３人／受験申込者総数２８人） 

 具体的な取組 

  ・女性に消防の業務内容、勤務条件及び仕事の魅力が伝わるよう、採用広報等を充実し

ます。 

  ・女性職員が安心して勤務できるよう、女性専用のトイレ、浴室、仮眠室、更衣室等の

施設環境の整備を図ります。 

 

（２）仕事と家庭生活の両立 

目標３ 男性職員の育児休業取得 

数値目標 男性職員の育児休業取得率を８５％以上とし、取得者のうち２週間以

上取得する職員の割合を１００％とします。 

達成時期 令和１１（2029）年度 

基準値 令和６年度 消防本部４０．０％、取得者のうち２週間以上１００％ 

 具体的な取組 

  ・育児休業の取得により業務に支障が生じないよう、人事異動や会計年度任用職員の任

用等により代替要員を確保し、職員が安心して育児休業を取得できるよう努めます。 

  ・管理職に対して制度の周知・啓発を行い、２週間以上の育児休業の取得を当然とする

職場の雰囲気づくりに努め、取得しやすい環境を整えます。 
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目標４ 家族のための休暇の取得促進 

数値目標 配偶者出産休暇の取得率を１００％とし、取得者のうち配偶者出産休

暇及び子の養育休暇合わせて５日以上取得する職員の割合を８０％以

上とします。 

達成時期 令和１１（2029）年度 

基準値 令和６年度 消防本部５０．０％、５日以上２０．０％（事務局は該

当なし） 

 具体的な取組 

  ・配偶者の出産及び男性職員の育児参加を支援するため、配偶者出産休暇及び子の養育

休暇の取得を促進するとともに、これらの休暇と年次有給休暇を組み合わせた連続休

暇の取得を奨励します。 

  ・制度の周知に努めるとともに、休暇の取得状況を把握・検証します。 

 

目標５ 時間外勤務の抑制 

数値目標 月の時間外勤務時間数４５時間超の人数を０人とします。 

達成時期 各年度 

基準値 令和６年度 ３人 

 具体的な取組 

  ・所属長及び職員自身による時間外勤務の管理を徹底し、時間外勤務命令及び時間外協

議を事前に実施するよう周知します。 

  ・作成資料の削減・簡素化、会議等の時間短縮を推進し、職員の時間・コスト意識の醸

成を図ります。 

  ・妊娠中の職員及び子育て・介護中の職員については、本人の状況を踏まえて業務分担

や勤務時間に配慮します。 

 

目標６ 年次有給休暇の取得促進 

数値目標 職員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数を１２日以上とします。 

達成時期 各年度 

基準値 令和６年（暦年） １３日 

 具体的な取組 

  ・所属長は特に妊娠中の職員や子育て中の職員が年次有給休暇を取得しやすいように計

画的な事務処理や業務の相互調整を行うとともに、担当間の応援体制を整えます。 

  ・１か月に１日は休むことを基本としたマイプラン休暇計画表を部署ごとに作成し、大

型連休及び年末年始の前後、健康診断後、結婚記念日や誕生日、勤続年数等の人生の

節目における年次有給休暇の取得を奨励します。 
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第８ 計画の進行管理及び実施状況の公表         

 

 本計画に掲げる数値目標の達成状況及び取組の実施状況を毎年度把握・点検し、その結果

をその後の取組や必要に応じた計画の見直しに反映するとともに、ホームページで公表しま

す。 

 また、職員の給与の男女の差異その他、法令により公表が必要な情報について、適切に公

表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年３月 策定 


